
平成 29 年度 

 

新潟県中東福祉事務組合 

 

人事行政の運営等の状況の公表 

 

 

項 目 

１．職員の任免及び職員数に関する状況 

２．職員の人事評価の状況 

３．職員の給与の状況 

４．職員の勤務時間その他勤務条件の状況 

５．職員の分限及び懲戒処分の状況 

６．職員の服務の状況 

７．職員の退職管理の状況 

８．職員の研修の状況 

９．職員の福祉及び利益の保護の状況 

10．その他管理者が必要と認める事項 
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１ 職員の任免及び職員数の状況 

 

（１）職種別採用者・派遣受入者数 

平成 28 年 4 月 1 日採用   1 人 平成 29 年４月 1 日採用 0 人 

職種内訳 

生活支援員 1 人 

 

（２）事由別退職者・派遣者数 

平成 28 年度退職者 0 人 

 

（３）４月１日現在の職員数 

平成 28 年４月１日現在 40 人（男 20 人、女 20 人） 

平成 29 年４月１日現在 40 人（男 20 人、女 20 人） 

 

（４）事業所別職員数の状況                （各年４月１日現在） 

事業所等 
職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平成 28年度 平成 29年度 

事務局長   1 人 1 人  

ふなおか学園 

 

14 人 11 人 △3 人 前年度は各事業所に

庶務係員を所属させ

ていた。 ふなおか更生園 20 人 15 人 △5 人 

フレンズポート  

ふなおか 

2 人 2 人   0 人  

相談ふなおか 3 人 2 人 △1 人 所長が学園長兼務と

なる。 

庶務係 

 

 8 人   8 人  

五泉市障がい者基幹

相談支援センター 

1 人 1 人   0 人  

計 40 人 40 人   0 人  

 

（５）職種別職員数の状況                   （各年４月１日現在） 

職 種 
職 員 数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平成 28年度 平成 29年度 

事務局長 1 人 1 人 0 人  

事務長・園長・所長 3 人 3 人 0 人  

事務員 3 人 4 人 1 人 業務見直しによる増 

支援員 25 人 24 人 △1 人 業務見直しによる減 

看護師 2 人 2 人 0 人  

相談支援専門員 3 人 3 人 0 人  

栄養士 1 人 1 人 0 人  

調理員 2 人 2 人 0 人  

計 40 人 40 人 0 人  
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（６）年齢別職員構成の状況                  （平成 29 年４月１日） 

区分 

18 

～ 

20 

21 

～ 

24 

25 

～ 

29 

30 

～ 

34 

35 

～ 

39 

40 

～ 

44 

45 

～ 

49 

50 

～ 

54 

55 

～ 

59 

60 

～ 

 

合計 

男 0 1 4 6 4 3 0 1 1 0 20 人 

女 0 0 3 5 4 1 0 2 5 0 20 人 

計 0 1 7 11 8 4 0 3 6 0 40 人 

 

 

２ 職員の人事評価の状況 

   平成 28 年度から、実施しました。 

 

 

３ 職員の給与の状況 

 

（１） 総括 

①人件費の状況 

区分 
歳入総額 

Ａ 

歳出総額 

 

実質収支 

 

人件費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

27 年度 

人件費率 

28 年度 
千円 

580,950 

千円 

538,526 

千円 

42,424 

千円 

259,054 

% 

42.9 

% 

41.9 

 

②職員給与費の状況 

区分 
職員数 

Ｃ 

給与費 一人当た

りの給与

費Ｄ／Ｃ 
給料 職員手当 

期末・勤勉

手当 

計 

Ｄ 

28 年度 40 人 
千円 

127,658 

千円 

16,768 

千円 

47,815 

千円 

192,241 

千円 

4,806 

ア 職員手当には退職手当を含みません。 

イ 職員数は平成 28 年 4 月 1 日現在の人数です。 

 

③特記事項 

   記載する事項はありません。    

 

（２） 一般行政職給料表の状況        単位円（平成 29 年 4 月 1 日現在） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

1 号給の 

給料月額 
141,600 191,700 227,900 261,100 287,100 317,700 

最高号給の

給料月額 
246,600 303,400 349,200 380,200 392,200 409,400 
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（３） 職員の平均給与月額、初任給等の状況（平成 29 年 4 月 1 日現在） 

 

①職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

 [一般行政]                            単位円 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

新潟県中東福祉事務組合 37.3 歳 273,906 314,766 

五泉市 42.1 歳 305,922 323,788 

新潟県 43.2 歳 330,689 418,752 

国 43.6 歳 331,816 ― 

 

[技能労務職]                           単位円 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

新潟県中東福祉事務組合 58.2 歳 358,131 360,231 

五泉市 51.5 歳 305,105 321,007 

新潟県 52.0 歳 328,638 386,373 

国 50.4 歳 287,447 ― 

 

②職員の初任給の状況                       単位円 

区 分 
新潟県中東福

祉事務組合 
五泉市 新潟県 国 

一般行政 
大学卒 178,200 178,200 184,800 178,200 

高校卒 146,100 146,100 150,500 146,100 

技能労務職 高校卒 143,500 143,500 148,200 153,500 

 

（４） 級別職員数等の状況（平成 29 年 4 月 1 日現在） 

①一般行政職の級別職員数の状況 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1 級 

(1)主事及び技師の職務 

(2)保育士、児童指導員、生活支援員、作業支援員、

職業指導員、支援員、指導員、看護師、栄養士、

相談支援専門員又はこれに相当する職務 

6 人 15.8％ 

2 級 

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事、

技師、保育士、児童指導員、生活支援員、作業支援

員、職業指導員、支援員、指導員、看護師、栄養士、

相談支援専門員又はこれに相当する職務 

12 人 31.6％ 

3 級 

係長の職務又は主査（任）、保育士、児童指導員、

生活支援員、作業支援員、職業指導員、支援員、指

導員、看護師、栄養士、相談支援専門員の職務 

15 人 39.5％ 

4 級 

(1)事務長、次長、主幹の職務 

(2)3 級の項に掲げる係長の職務で任命権者が指定

する職務 

1 人 2.6％ 

5 級 

(1)事務局長、園長の職務 

(2)4 級の項に掲げる事務長、次長、主幹の職務で任  

 命権者が指定する職務 

4 人 10.5％ 
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6 級 
5 級の項に掲げる事務局長、園長、事務長等の職務

で任命権者が指定する職務 
0 人 0.0% 

 

②技能労務職の級別職員数の状況 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1 級 

 

技能労務職員の職務 
  

2 級 
相当の技能又は相当の経験を必要とする業務を行

う職員の職務 
  

3 級 
高度の技能又は長期の経験を必要とする業務を行

う職員の職務 
  

4 級 
特に高度の技能又は特に長期の経験を必要とする

業務を行う職員の職務 
  

5 級 
極めて高度の技能又は長期の経験を必要とする業

務を行う職員の職務 
2 人 100％ 

 

（５） 職員手当の状況                                （平成 29 年 4 月 1 日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

国の制

度との

異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績

(平成 28

年度) 

支給職員

１人当た

りの平均

支給額 

管理職

手当 

管理職員に対して職務の級等

に応じて定額を支給  

１月当たり 31,700 円～

41,600 円 

（現在上記の額のうち 10％を

減額） 

異なる １月当たり 

49,600 円 

～ 

130,300 円 

千円 

1,670 

円 

417,500 

扶養 

手当 

扶養親族のある職員に支給 

配偶者      13,000 円 

その他     各 6,500 円 

子（16 歳年度初め～22 歳年度

末）      加算 5,000 円 

同じ  千円 

2,457 

円 

175,500 

住居 

手当 

借家に住居する職員に支給 

月額 12,000 円を超える家賃

を払っている職員に対し、家賃

の額に応じて 

最高 27,000 円 

同じ  千円 

1,702 

円 

283,666 

通勤 

手当 

通勤距離が 2ｋｍ以上である職

員に支給  

交通機関利用者 

負担している運賃額に応じて 

1 月当たり 最高 55,000 円 

交通用具使用者 

使用距離に応じて     

2,000 円から最高 31,600 円 

 

同じ 

 千円 

3,228 

円 

92,228 
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特殊勤

務手当 

深夜業務手当  

正規の勤務時間が午後 10 時か

ら翌日の午前 5 時までの間で 3

時間以上を含む場合  

1 回 3,300 円 

  千円 

2,462 

円 

136,777 

 

時間外

勤務手

当 

正規の勤務時間以外に勤務し

た場合、その時間帯などに応じ

支給 

1 時間当たり 

単価 125/100～160/100 

同じ  千円 

3,203 

円 

213,533 

夜間勤

務手当 

正規の勤務時間として深夜に

勤務した時間に応じ1時間当た

り単価 25/100 を支給 

同じ  千円 

1,214 

円 

67,444 

期末勤

勉手当 

6 月及び 12 月に勤務実績に応

じ支給 

平成 28 年度支給率  

 期末手当 2.6 月 

   勤勉手当 1.7 月 

（加算措置の状況） 

制度上の段階、職務の級等によ

る加算措置  

役職加算 5～15％ 

同じ  千円 

47,815 

円 

1,195,375 

冷地手

当 

11 月から翌年 3 月までの間支

給 

世帯主で扶養親族のある職員

11,800 円 

世帯主で扶養親族のない職員

4,200 円 

その他の職員    1,360 円 

同じ  千円 

832 

円 

21,894 

 

 

（６） 特別職の報酬等の状況     （平成 29 年度予算額） 

区 分 報 酬 等 

管理者 年額 48,000 円 

副管理者 年額 40,000 円 

議長 年額 28,000 円 

副議長 年額 23,000 円 

議員（6 人） 年額 20,000 円（1 人当たり） 
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

（１）勤務時間の状況                                   （平成 29 年 4 月 1 日現在） 

区 分 勤 務 時 間 休 日 

一般行政職 
午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

１週間当たり 38 時間 45 分勤務 

・日曜日及び土曜日 

・国民の祝日 

・年末年始 

12 月 29日～31日 

1 月 2 日及び 3 日 

支援員等 

日勤 午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

早番勤務 午前 6 時 30 分～午後 3 時 15 分 

遅番勤務 午後 12 時 15 分～午後 9 時 

夜勤 午後 3 時～翌日午前 10 時 

・勤務表による。 

調理員 

日勤 午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

早番勤務 午前 6 時～午前 12 時 30 分 

遅番勤務 午後 1 時 30 分～午後 7 時 30 分 

・勤務表による。 

 

（２）休暇の取得状況     （平成 28 年 1 月 1 日から 12 月 31 日までの取得状況） 

区 分 １人当たりの平均取得日数 

年次休暇 7.5 日 

特別休暇 8.5 日 

療養休暇 3.5 日 

 

（３）特別休暇等の導入状況              （平成 29 年４月１日現在） 

種 類 
有給／

無給 
付与日数等 

特
別
休
暇 

公民権の行使 有給 必要と認められる期間 

証人等としての出頭 有給 必要と認められる期間 

産前産後休暇 有給 産前 8 週間、産後 8 週間 

妊産婦の保健指導又は健康

診査 
有給 必要と認められる時間 

妊婦の通勤緩和 有給 1 日 1 時間以内 

生理休暇 有給 1 回について連続する 2 日以内 

育児時間 有給 1 日 2 回各 30 分以内 

骨髄ドナー休暇 有給 必要と認められる期間 

ボランティア休暇 有給 1 年につき 5 日以内 

結婚休暇 有給 連続する 5 日以内 

妻の出産 有給 2 日以内 

男性職員の育児参加 有給 
妻の産前 8 週から産後の 8 週の期間で 5 日以

内 

子の看護 有給 1 年につき 5 日もしくは 10 日以内 
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短期介護休暇 有給 1 年につき 5 日もしくは 10 日以内 

忌引休暇 有給 親族に応じて 1 日から 10 日 

父母の法要 有給 父母の死後 15 年以内で 1 日間 

夏季休暇 有給 4 日以内 

災害による現住居の滅失等 有給 7 日以内 

災害または交通機関の事故

等による出勤困難 
有給 必要と認められる期間 

リフレッシュ休暇 有給 3 日間（勤続 30 年以上 31 年未満） 

療養休暇 有給 90 日以内 

介護休暇 無給 6 か月以内 

スクーリング休暇 有給 1 年につき 42 日以内 

組合休暇 無給 1 年につき 30 日以内 

 

（４）育児休業及び部分休業の取得状況  

育児休業 
平成 27 年度取得者 5 人 

平成 28 年度取得者 3 人 

部分休業 
平成 27 年度取得者 0 人 

平成 28 年度取得者 1 人 

 

 

５ 職員の分限処分及び懲戒処分の状況（平成 28 年度） 

 

（１）分限処分の件数及び処分事由 

処分名 事  由 件 数 

休    職 心身の故障の場合 2 人 

 

（２）懲戒処分の件数及び処分事由  

記載する事項はありません。 

 

 

６ 職員の服務の状況（平成 28 年度） 

営利企業等の従事許可の事由別人数 0 人 

 

 

７ 職員の退職管理の状況（平成 28 年度） 

   退職者数及び再就職者数 0 人 
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８ 職員の研修状況（平成 28 年度） 

 

（１）職員研修の実施状況 

 

①新潟県・新潟県市町村総合事務組合主催研修 

  研修名 人数 研修名 人数 

市町村職員新採用職員研修 1 職場の OJT 活性化 1 

市町村職員主任・主査研修 1 良い職場を作るコミュニケーシ

ョン 

1 

人事評価基礎研修 1 クレーム対応力向上 2 

人事評価面談力向上研修 1 タイムマネジメント  1 

 

②知的障害者福祉協会関係研修 

研修名 人数 研修名 人数 

全県会員研修会 2 北陸地区知的障害者関係施設

職員研究大会 

2 

下越地区会員研修 2   

 

③新潟県、社会福祉協議会、その他の団体が主催する研修 

研修名 人数 研修名 人数 

社会福祉施設指導的職員研修 2 相談支援従事者初任者研修 1 

社会福祉施設中堅職員研修 1 相談支援従事者現任者研修 1 

新潟地域振興局健康福祉部 

圏域別研修 
1 

児童発達支援管理責任者研修 1 

ひきこもり者支援に関する研

修会 
2 

児童発達支援管理責任者現任

研修 

1 

県福祉保健部障害福祉課 

障害者権利擁護セミナー 
1 

サ－ビス管理責任者研修（地

域生活） 

1 

五泉市要保護児童地域対策協

議会 養育支援リーダー研修 

3 新潟県強度行動障害支援者養

成研修（基礎） 

9 

五泉市・阿賀野市・阿賀町 

障がい者合同フォーラム 

1 新潟県強度行動障害支援者養

成研修（実践） 

2 

新潟こころの発達医学セミナ

ー 

1 応用行動分析学・行動障害へ

のアプローチ 

1 

てんかん発作と看護 2 はまぐみ小児療育センター 

発達障害支援セミナー 

2 

PECS レベル 1 

ワークショップ 

1   

 

 ④視察研修 

  柏崎刈羽ミニコロニー 福祉型障害児入所施設 さざなみ学園  参加者数 13 人 
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⑤施設内研修 

研 修 名 内     容 

職員勉強会（4 回） 初任者研修会 

知的障害について 

強度行動障害について 等 

人事評価研修会（3 回） 目標設定研修 

評価者、被評価者研修 

救命救急講習会 心肺蘇生法、AED の使用法 

衛生委員会 

産業医講話 

受動喫煙について 

職員会議 

グループワーク 

意見交換 

メンタルヘルス研修 
 

呼吸法、姿勢・歩行のバランス 

職員勉強会 成年後見人制度について 

タイムマネジメント 

職場においてのコミュニケーション 

情報システムセキュリティ

研修会 

情報セキュリティの必要性 

情報資産を取り巻く脅威 

実践事例を交えた具体的な安全管理対策 

権利擁護研修会 講演「障害者の権利を守る。虐待防止を考えよう。」 

 

 

９ 職員の福利及び利益の保護の状況（平成 28 年度） 

（１）健康診断の実施状況  

受診者数  47 人（ 10 月 30 人 ・ 3 月 17 人） 

人間ドック 4 人 

 

（２）公務災害及び通勤災害の発生件数 

公務災害 0 件  通勤災害 0 件 

 

１０ その他管理者が必要と認める事項 

   記載する事項はありません。 

 
 

 
 


